郵便等請求取扱要領
１　この要領は、郵便等による交付請求（以下「郵便等請求」という。）について、必要な事項を定めるものとする。
２　郵便等請求とは、戸籍法第１０条、第１２条の２並びに住民基本台帳法第１２条、第２０条等の定めるところにより、郵便等により請求のあったものをいう。
３　郵便等請求による場合は、次の要件を具備していなければならない。
　⑴　請求に係る必要事項

　⑵　手数料

　⑶　返送用封筒

　⑷　返送料金
４　前項で、１項目でも要件を満たしていないものについては、理由を付して請求者に返送する。ただし、電話等により簡易に要件を満たすことのできるものについては、このかぎりでない。
５　前項の処理において返戻する場合には、請求書の写しを作成しその写しを送付するものとし、原本にはその理由を付し保管する。
６　手数料は、現金又は定額小為替とする。

７　郵便等による請求書には、請求者ごとに次の項目を記す。

　⑴　受付番号

　⑵　受付年月日

　⑶　送金種目及び送金料

８　発送するときは、請求書の余白に証明種目、発送年月日、手数料内訳、返戻金及びその他必要とする事項を記す。

９　手数料は、請求者ごとに収支金額の集計を行い、蒲郡市予算決算会計規則第４１条に基づき収納する。

１０　前項において返戻金が生ずる場合には、返戻金相当額の定額小為替もしくは切手に替え、証明書とともに請求者に送付する。
１１　手数料の領収書は、金銭登録機により作成し、請求者に送付する。

１２　郵便等による請求者は、日付ごとに整理しこれを保存する。

１３　請求者の保存期間は、５年とする。

　　附　則
　この要領は、平成５年４月１日から施行する。
　　附　則

　この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。

